印
様式第１（第５条第２項関係）
平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業の

専門家登録願い

グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第５条第２項の規定に基づき、専門家の登録をしたく関係書類を添えて申し込みます。

（別紙）

グループ戦略策定・展開支援事業専門家経歴書

平成　　　年　　　月　　　日現在

	ふりがな
	
	生　年　月　日

	氏　名
	
	昭和　　　　年　　　　月　　　　日
（満　　　歳）

	連絡先
	〒（　　　―　　　　　　）



	電話番号
	　　　（　　　　）
	ＦＡＸ
	　　　（　　　　）

	自宅住所
	〒（　　　―　　　　　　）



	電話番号
	　　　（　　　　）
	ＦＡＸ
	　　　（　　　　）

	携帯番号
	　　　（　　　　）
	

	E－mail
	　　　　　　　　　　　＠

	現職

（役職名）
	

	略　　　　　　　歴

	最終学歴
	

	資格等

(専門得意分野)
	

	主な職歴
	

	指導実績
	


（注）資格等（専門得意分野）、主な職歴及び指導実績は具体的に記載してください。

印

様式第２（第５条第４項関係）
平成　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業の

専門家就任承諾書

平成　　年　　　月　　　日付文書をもって委嘱のあった上記事業については、グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第５条第４項の規定に基づき、下記のとおりグループの専門家に就任することを承諾します。

　なお、就任にあたっては、その職務に専念することを誓います。

記

グループ名：

支援回数：

印

様式第３－１（第６条関係）（中小企業団体用）
平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

　　　　　　　　　 所　在　地

団　体　名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業（計画策定支援事業）に係る
専門家派遣事業の利用申込書

グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第６条の規定に基づき、別紙のとおり専門家派遣を利用したく関係書類を添えて申し込みます。

添付書類

　１　組合等の概要（別添１）

　２　組合等の定款

　３　組合等の登記簿謄本

　４　組合等の直近の事業報告書及び決算関係書類

　５　組合等の当該年度の事業計画書及び収支予算書

印

様式第３－１（第６条関係）（中小企業グループ用）

平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

　　　　　　　　　 所　在　地

グループ名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業（計画策定支援事業）に係る

専門家派遣事業の利用申込書

グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第６条の規定に基づき、別紙のとおり専門家派遣を利用したく関係書類を添えて申し込みます。

添付書類

　１　グループの概要（構成員名簿を含む。）（別添２－１、２－２）

　２　委任状（別添３）
　３　構成員全員の登記簿謄本又は住民票（個人の場合）

　４　構成員全員の最近２期分の確定申告書（決算書を含む。）の写し

　５　構成員全員の社歴（経歴）書

（別紙）

	　目　的

	

	　取組の概要（注１）

	

	　取組の分野（注２）（該当に○（３つまで複数回答可））

	
	①製造技術
	
	②製品開発
	
	③販路開拓
	
	④ＩＴ

	
	⑤共同事業
	
	⑥組織運営
	
	⑦環境経営
	
	⑧教育・人材育成

	
	⑨その他（　　　　　　　　　　　　）

	　グループの事務局担当者氏名、連絡先電話番号、E-mail、所属先及び役職（注３）

	氏　名：
	連絡先：

	E-mail：

	所属先：
	役職：

	指導の場所

（注４）
	

	予定回数

（指導期間）
	　　回予定（平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）

	
	平成　　年２月１０日までに支援事業のすべてを終了させてください。


（注１）グループとしてどのような取組を行うのかを具体的に記入してください。

（注２）本事業を利用して取り組む予定の分野については、該当箇所に○印をつけてください。

（注３）中小企業グループが申込みをする場合は、事務局担当者の所属先を明記してください。

（注４）指導の場所は、建物の名称と住所を具体的に記入してください。また、指導場所が複数にわたる場合は、主な指導場所を記入してください。

※個人情報の取り扱いについて

　グループ戦略策定・展開支援事業における専門家派遣に関する利用申込書にご記入いただきました個人情報は、本事業以外の目的で使用することはありません。

別添１（中小企業団体用）
組　合　等　の　概　要

	１．組合の名称
	

	２．主たる事業所
	（〒　　　　－　　　　　）



	３．電話番号
	

	４．ＦＡＸ番号
	

	５．E-mailアドレス
	　　　　　　　　　　　　＠

	６．代表者の

　　役職及び氏名
	役職：
	氏名：

	７．設立年月
	昭和　・　平成　　　　　　　年　　　　　　月

	８．組合員資格
	

	９．主な事業
	

	10．組合の地区
	

	11．組合員数
	　　　　　　　　　　　　　人

	12．出資金額
	　　　　　　　　　　　　　円

	13．事務局担当者の

役職及び氏名
	役職：
	氏名：

	14．連絡先（注１）
	（〒　　　　－　　　　　）



	
	電話：
	FAX：

	
	E-mail：　　　　　　　　　　　＠


（注１）「13．事務担当者」が「２．所在地」に常駐していない場合は、「14．連絡先」欄に連絡先の住所、電話番号及びＦＡＸ番号を併せて記入してください。

別添２-１（中小企業グループ用）

グ　ル　ー　プ　の　概　要

	１．グループの名称
	

	２．所在地
	（〒　　　　－　　　　　）



	３．電話番号
	

	４．ＦＡＸ番号
	

	５．E-mailアドレス
	

	６．代表者の

　　役職及び氏名
	

	
	役職：
	氏名：

	７．構成員数
	　　　　　　　　　　　　　人

	８．連絡者の所属先、役職、氏名及び

連絡先
	

	
	役職：
	氏名：

	
	（〒　　　　－　　　　　）



	
	電話：
	FAX：

	
	E-mail：　　　　　　　　　　　＠

	９．目的及び活動状況

（注１）
	


（注１）グループの設立目的や概況、活動内容等を記載してください。
別添２-２
グループ構成員名簿

	所属先
	役職及び代表者名
	住所
	電話番号
	業種

（注１）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）業種については、総務省発行の「日本標準産業分類」を参考にご記入ください。

別添３

印　　　　　印　　　　　印　　　　　印　　　　　印

委　　　任　　　状

　　　　　　　　　　 所　在　地

企　業　名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　　

　上記の者を本グループの経理処理を行う事務局責任者と定め、下記の権限を委任します。

1． グループの経理処理についての一切の事項

　　　　平成　　年　　　月　　　日

　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　グループ名

　所　在　地

企　業　名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　　印

　所　在　地

企　業　名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　　印
　
所　在　地

企　業　名
役職・代表者名　　　　　　　　　　　　　印
　所　在　地

企　業　名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　　印

　所　在　地

企　業　名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　　印

名

印
様式第３－２（第６条関係）（中小企業団体用）

平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村　功作　殿
　　　　　　　　　　 所　在　地

団　体　名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業（計画実施支援事業）に係る

専門家派遣事業の利用申込書

グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第６条の規定に基づき、別紙のとおり専門家派遣を利用したく関係書類を添えて申し込みます。

添付書類

１　「グループ戦略策定支援特別対策事業計画（経営改善計画）書」又は「グループ戦略策定・展開支援事業（計画策定支援事業）事業計画（経営改善計画）書」の写し
２　その他必要な書類
印

様式第３－２（第６条関係）（中小企業グループ用）

平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村　功作　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

グループ名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業（計画実施支援事業）に係る

専門家派遣事業の利用申込書

グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第６条の規定に基づき、別紙のとおり専門家派遣を利用したく関係書類を添えて申し込みます。

添付書類

　１　「グループ戦略策定支援特別対策事業計画（経営改善計画）書」又は「グループ戦略策定・展開支援事業（計画策定支援事業）事業計画（経営改善計画）書」の写し

　２　その他必要な書類

別紙

	１　実施事業テーマ

	

	２　取組の分野（該当に○）（注１）

	
	①製造技術
	
	②製品開発
	
	③販路開拓
	
	④ＩＴ

	
	⑤共同事業
	
	⑥組織運営
	
	⑦環境経営
	
	⑧教育・人材育成

	
	⑨その他（　　　　　　　　　　　　）

	３　現　　状（注２）

	

	４　課　　題（注３）

	

	５　専門家を派遣する必要性（注４）

	

	６　期待する効果（注５）

	

	７　指導場所

（注６）
	

	８　予定回数
	　　回予定（平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）

（　　　　年２月１０日までに支援事業のすべてを終了させてください。）


（注１）「グループ戦略策定支援特別対策事業」及び「グループ戦略策定・展開支援事業（計画策定支援事業）により策定した事業計画（経営改善計画）書で指定した取組の分野に○印をつけてください。

（注２）事業の実施状況等を具体的に記入してください。

（注３）事業実施時における課題、問題点等を記入してください。

（注４）事業計画時に引き続き、事業実施時においても、専門家を派遣する必要があるのか理由を具体的に記入してください。

（注５）事業実施時に専門家を派遣することによって、どのような効果が見込まれるのかを具体的に記入してください。

（注６）指導の場所は、建物の名称と住所を具体的に記入してください。また、指導場所が複数にわたる場合は、主な指導場所を記入してください。

※個人情報の取り扱いについて

　グループ戦略策定・展開支援事業における専門家派遣に関する利用申込書にご記入いただきました個人情報は、本事業以外の目的で使用することはありません。

【連絡先】

	担当者氏名
	

	連絡先
	

	E－mail
	

	所属先
	
	役　職
	


印

様式第４（第９条関係）

平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

　　　　　　　　　　 所　在　地

グループ名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業の
内容変更の承認申請書

平成　　年　　　月　　　日付東中発第　　　　号の文書をもって派遣決定通知のあった上記事業の内容を下記のとおり変更したいので、グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第９条の規定に基づき、承認を申請します。

記
１．変更の理由
２．変更の内容

　　　変更前：

　　　変更後：

（注）変更の場合は変更内容を比較対照し、分かり易く記載すること。

印

様式第５（第１０条第１項関係）

平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

　　　　　　　　　　 所　在　地

グループ名

役職・代表者名　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業の

利用中止申請書

平成　　年　　　月　　　日付東中発第　　　　号の文書をもって派遣決定通知のあった上記事業について、専門家の派遣を中止したいので、グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第１０条第１項の規定に基づき、承認を申請します。

記

１．中止の理由

印

様式第６（第１１条関係）

中　間　報　告　書

（平成　　年９月３０日現在）

	事業区分

（該当に○）
	
	計画策定支援事業
	
	計画実施支援事業

	グループ名
	

	専門家氏名
	

	支援回数

及び実施日
	

	実施内容
	


（団体名・企業名）

（役職・代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

印

様式第７（第１２条関係）

平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

　　　　　　　　　　 住　　　所
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業の

専門家指導報告書

　グループに対して指導を実施したので、グループ戦略策定・展開支援事業に係る専門家派遣事業実施要綱第１２条の規定に基づき、別紙のとおり報告します。

別紙
指　導　報　告　書

Ｎｏ．　　－　　　

	事業区分

（該当に○）
	
	計画策定支援事業
	
	計画実施支援事業

	専門家氏名
	

	指導年月日
	平成　　年　　　月　　　日（　　　）　

時　　　分～　　　　時　　　分

	グループ名
	

	指導住所

及び場所
	

	指導回数
	第　　　　回目
	出席人数
	人

	（指導内容）

	次回予定日時
	平成　　年　　　月　　　日（　　　）

時　　　分　～　　　　時　　　分

	次回指導場所住所

及び場所
	


（注１）指導内容は、具体的に記入してください。その際、報告書が１頁以上になっても差し支えありません。

（注２）第１回目の指導報告書には、１回目から最終の指導までのスケジュール表を添付して提出してください。

指　導　予　定　ス　ケ　ジ　ュ　ー　ル

	
	予定日
	指導予定項目

	第１回目
	平成　年　　月　　日
	

	第２回目
	平成　年　　月　　日
	

	第３回目
	平成　年　　月　　日
	

	第４回目
	平成　年　　月　　旬
	

	第５回目
	平成　年　　月　　旬
	

	第６回目
	平成　年　　月　　旬　
	

	第７回目
	平成　年　　月　　旬　
	

	第８回目
	平成　年　　月　　旬　
	

	（連絡事項）


印

様式第８－１（第１３条関係）

グループ戦略策定・展開支援事業（計画策定支援事業）

事業計画（経営改善計画）書

平成　　　年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

　　　　　　　　　　 所　在　地

グループ名

役職・代表者名　　　　　　　　　印

グループ戦略策定・展開支援事業（計画策定支援事業）に係る事業計画書を策定したので報告します。
記

１　事業計画

（1） 実施事業テーマ

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
（2） 取組の分野
別紙１のとおり

（3） 事業の目的、必要性等
別紙２のとおり

（4） 事業の内容等

別紙３のとおり

（5） 実施のための資金計画

別紙４のとおり

２　添付書類

（1） 団体については、次に掲げるもの

　ア　事業計画について議決した組合等の総会若しくは総代会又は理事会の議事録の写し

　イ　その他参考となる資料

（2） 中小企業グループについては、次に掲げるもの

　ア　誓約書（別添１）

　イ　その他参考となる資料

別紙１　取組の分野

取組の分野（該当に○）（注１）
	
	分　　野
	概　　　　　要

	
	①製造技術
	

	
	②製品開発
	

	
	③販路開拓
	

	
	④ＩＴ
	

	
	⑤共同事業
	

	
	⑥組織運営
	

	
	⑦環境運営
	

	
	⑧教育・人事育成
	

	
	⑨その他

（　　　　　　　　　　）
	


（注）記入欄が足りない場合は、適宜追加して記入してください。

（注１）「（様式第３－１）利用申込書」の「取り組みの分野」と同様の分野に○印をつけてください。
別紙２　事業の目的、必要性等

	１　事業の目的

	

	２　事業の必要性

	

	３　事業実施にあたっての課題

	

	４　事業の期待される効果

	


（注）記入欄が足りない場合は、適宜追加して記入してください。

別紙３　事業の内容等

	１　事業の内容

	

	２　事業の実施方法

	

	３　事業実施期間

	　　平成　　　年　　月　　　日　から　平成　　　年　　　月　　　日　まで


４　スケジュール

	取組項目
	平成　　年
	平成　　　年

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　取組項目の欄に事業内容を記入し、その実施期間を横の棒線で示してください。

※　記入欄が足りない場合は、適宜追加して記入してください。

別紙４　実施のための資金計画
１　事業に要する経費及び積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業の必要経費積算内訳

	経費区分
	金額
	内訳

	謝金
	
	

	旅費
	
	

	研究開発事業費
	
	

	事務費
	
	

	委託費
	
	

	合　　　計
	
	


※内訳については、以下の科目よりご記入ください。

　謝金：委員謝金、専門家謝金

　旅費：委員旅費、職員旅費

　研究開発事業費：原材料費、機械装置又は工具器の購入、製造・改良・借用又は修繕に要する経費、産業財産権等の導入に要する経費、外注費、技術指導受入費

　事務費：会議費、会場借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、借料又は損料、調査研究費、消耗品費、雑役務費

委託費：事業の一部を委託する経費

２　事業に要する経費の調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	総事業費
	調達方法

	
	補助金
	グループ負担経費

	
	
	自己資金
	金融機関

からの融資
	その他

	
	
	
	
	


補助金を利用する場合の補助金名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　
３　グループ負担経費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	企業名
	負担金額
	調達方法

	
	
	□自己資金

□金融機関からの融資

（機関名　　　　　　　）

□その他

	
	
	□自己資金

□金融機関からの融資

（機関名　　　　　　　）

□その他

	
	
	□自己資金

□金融機関からの融資

（機関名　　　　　　　）

□その他

	
	
	□自己資金

□金融機関からの融資

（機関名　　　　　　　）

□その他

	
	
	□自己資金

□金融機関からの融資

（機関名　　　　　　　）

□その他

	合　　　計
	
	


別添１
印　　　　　印　　　　　印　　　　　印　　　　　印

誓　　約　　書

グループ戦略策定支援・展開支援事業に係る専門家派遣事業の支援を受けて作成した、別紙「グループ戦略策定・展開支援事業（計画策定支援事業）事業計画書」の事業を実施することを誓約します。

平成　　　年　　　月　　　日

所  在  地

グループ名

企 業 名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　印

企 業 名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　印

企 業 名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　印

企 業 名

役職・代表者名　　　　　　　　　　　　印

企 業 名

    役職・代表者名　　　　　　　　　　　　印

印

様式第８－２（第１３条関係）

平成　　年度グループ戦略策定・展開支援事業（計画実施支援事業）

完了報告書

平成      年　　　月　　　日

東京都中小企業団体中央会

会長　大村功作　殿

　　　　　　　　　　 所　在　地

グループ名

役職・代表者名　　　　　　　　　　印

グループ戦略策定・展開支援事業（計画実施支援事業）完了報告書を策定したので報告します。

記

１　事業計画

（１）実施事業テーマ

「　　　　　　　　　　　　　　　　」

（２）取組の分野

別紙１のとおり

（３）事業の内容等

別紙２のとおり

（４）経費実績
別紙３のとおり

２　添付書類

（１）実施内容がわかる書類
（２）その他参考となる資料

別紙１　取組の分野（該当に○）（注１）
	
	分　　野
	概　　　　　要

	
	①製造技術
	

	
	②製品開発
	

	
	③販路開拓
	

	
	④ＩＴ
	

	
	⑤共同事業
	

	
	⑥組織運営
	

	
	⑦環境運営
	

	
	⑧教育・人事育成
	

	
	⑨その他

（　　　　　　　　　　）
	


（注１）「（様式第３－２）利用申込書」の「取組の分野」と同様の分野に○印をつけてください。
（注）記入欄が足りない場合は、適宜追加して記入してください。

別紙２　事業の内容等
	１　実施期間
	　平成　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日

	２　事業内容　※具体的に記入してください。

	

	３　事業の成果

	

	４　課題等

	

	５　成果に対する今後の展開

	


（注）記入欄が足りない場合は、適宜追加して記入してください。

別紙３　経費実績
１　経費区分別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業の必要経費内訳

	経費区分
	事業費
	内訳

	
	
	うち補助金
	

	謝金
	
	
	

	旅費
	
	
	

	研究開発事業費
	
	
	

	事務費
	
	
	

	委託費
	
	
	

	合　　　計
	
	
	


※内訳については、以下の科目よりご記入ください。

　謝金：委員謝金、専門家謝金

　旅費：委員旅費、職員旅費

　研究開発事業費：原材料費、機械装置又は工具器の購入、製造・改良・借用又は修繕に要する経費、産業財産権等の導入に要する経費、外注費、技術指導受入費

　事務費：会議費、会場借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、借料又は損料、調査研究費、消耗品費、雑役務費

委託費：事業の一部を委託する経費

２　経費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	総事業費
	経費内訳

	
	補助金（注１）
	グループ負担経費

	
	
	自己資金
	金融機関

からの融資
	その他

	
	
	
	
	


（注１）「１経費区分別内訳」の「補助金」と一致します。
３　事業実施時における行政支援策の活用（該当に○）
	
	有
	事業名
	

	
	無
	


